
款 項 目

2 1 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 53,960 25 0 484 53,451 99%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

99%

審査委員会等 662 0 0 0 662 100%

全庁一括庶務 44,483 0 0 380 44,103

84%

法規 7,987 0 0 0 7,987 100%

行政一般管理 828 25 0 104 699

事業内容

●全体計画
　行政全般の庶務、例規、各種委員会事務局の事務を継続的に実施する。

●主な事業内容及び予算の内訳
　○行政一般管理事業
　　・公文書管理等
　○法規事業
　　・嘱託職員（弁護士）の雇用及び例規の編さん等
　　　　弁護士報酬　　　　　 2,400千円
　　　　例規集データベースシステム更新及び維持管理委託料　4,842千円
　○全庁一括庶務事業
　　・市役所全体の郵便、事務用コピー、宿日直の配置等の庶務
　　　　コピー用紙等消耗品　 4,550千円
　　　　郵送料　　　　　　　 6,000千円
　　　　複合機使用料　　　　 7,073千円
　　　　宿日直業務委託料　　16,594千円
　　　　　（宿直業務については委託先を変更）
　○審査委員会等事業
　　・固定資産評価審査委員会（固定資産評価に関する不服申立の審査）
　　・情報公開審査委員会、個人情報保護審査委員会、行政不服審査会
　　　　（情報公開請求に対する決定等の行政処分に関する不服申立の審査）
　　・公文書管理審議会（歴史的公文書の決定等に関する審議）

事業の目標

●法規
　・制定改廃が必要な例規を審査し、例規集の更新を順次完了していく。
　・前年に引き続き弁護士を雇用し、契約等の法令面のチェック及び職員能力向上のため研
　修・指導を行う。
●審査委員会等
　・情報公開に対する不服申立等の事例を踏まえた職員向けの研修を実施する。個人情報保
　護法改正に対応するため個人情報ファイル（個人情報を取り扱う業務の情報）を作成する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

一般管理費 56

施策事業名 行政管理

事業目的
行政全般にわたる庶務を行うほか、例規の編さん及び審査、文書管理、情報公開、行政不服審査等を
行うことで、適切な行政管理を行う。

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 総務課
予算書(P)目名



款 項 目

2 1 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 33,405 0 0 1,080 32,325 97%

 - - - - - - 

100%

 - - - - - - - 

職員安全衛生 5,544 0 0 0 5,544

86%

職員福利厚生 4,773 0 0 0 4,773 100%

職員研修 7,599 0 0 1,080 6,519

100%

職員採用 1,014 0 0 0 1,014 100%

人事管理 14,475 0 0 0 14,475

事業内容

●全体計画
　職員研修（研修計画に基づく職員の能力向上及び意識改革）をはじめ、人事管理（職員採用、配置
管理、人事評価）、職場環境整備（職員の健康保持、職場の安全衛生環境の向上）を継続して実施す
る。

●主な事業内容
・職員の任免及び給与等の支払いに関する事務
・職員研修
　市自主研修（職場内、職場外、自己啓発）
  外部機関派遣研修（市町村振興協会研修センター、市町村職員中央研修所等の研修機関、
　　　　　　　　　　尾張五市二町研修協議会、青年会議所活動への参加等）
・職員派遣（国：文化庁、内閣府）
・派遣職員受入（愛知県職員）
・職員の福利厚生、安全衛生（健康診断、ストレスチェック、健康相談の実施、職員互助会補助等）

●主な予算内容
　職員健康診断委託料　　　　　　　　　3,571千円
　人事給与総合システム保守業務委託料　5,148千円
　愛知県職員派遣負担金　　　　　　　　8,000千円

事業の目標

●職員の任用
　・適正な人員確保と職場配置による組織運営、会計年度任用職員制度の適正な運用
●職員研修
　・研修計画等に沿った各種研修の実施
●職場環境整備
　・職員が心身ともに健康で働く職場環境の充実

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

一般管理費 56

施策事業名 組織・人事管理

事業目的 職員の採用、人材育成、福利厚生、その他必要な人事管理事業を行う。

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 総務課
予算書(P)目名



款 項 目

2 1 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 総務課
予算書(P)目名

財産管理費 60

施策事業名 庁舎管理

事業目的 庁舎管理、公共駐車場管理を適切に行うことで、事務の効率化や市民サービスの向上を図る。

事業内容

●全体計画
　市庁舎、犬山市公共駐車場、行政財産の管理を継続的に実施する。

●主な事業内容及び予算の内訳
　○本庁舎管理事業
　　・本庁舎の修繕や光熱水費支払等、日常の維持管理業務
　　　　庁舎施設維持管理委託料　　　　53,548千円
　　　　光熱水費　　　　　　　　　　　19,141千円
　　　　電話・ネット通信料　　　　　　 5,184千円
　　　　照明ＬＥＤ機器借上料　　　　　 3,406千円
　○公共駐車場管理
　　・公共駐車場の維持管理、料金収受等
　　　　公共駐車場機器総合借上料　　　 1,012千円
　　　　公共駐車場集金等業務委託料　　 2,849千円
　○庁舎等営繕事業
　　・庁舎の機器更新等営繕工事
　　　　本庁舎電話交換機更新工事　　　19,528千円
　○本庁舎防火管理事業
　　・消防法に基づく庁舎防火管理
　　　　非常用発電機始動用蓄電池更新　 2,142千円
　○分庁舎・西庁舎管理事業
　　・分庁舎跡地売却に向け確定測量等を実施
　　　　測量・嘱託登記業務委託料　　　 1,650千円

事業の目標

●本庁舎管理、防火管理
　・日常的な管理により、市民にとって庁舎が常時安全かつ適切に利用できるよう維持。
●庁舎営繕
　・庁舎のライフサイクル全体を通じた長寿命化を意識して、適切な周期での機器更新・予防
　修繕を継続的に実施し、老朽化を防止する。
●分庁舎・西庁舎管理
　・分庁舎跡地売却に向けて確定測量と分筆を行う。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

91%

公共駐車場管理 6,444 0 0 2,904 3,540 55%

本庁舎管理 86,822 0 0 7,964 78,858

100%

本庁舎防火管理 2,150 0 0 0 2,150 100%

庁舎等営繕 28,065 0 0 0 28,065

100%

 - - - - - - - 

分庁舎・西庁舎管理 1,859 0 0 0 1,859

- 

合計 125,340 0 0 10,868 114,472 91%

 - - - - - - 



款 項 目

2 1 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 総務課
予算書(P)目名

財産管理費 60

施策事業名 公用車管理

事業目的 公用車の適正管理及び車両の更新を行い、業務の安全確保を図る。

事業内容

●全体計画
　公用車の管理と更新を継続的に実施する。

●主な事業内容及び予算の内訳
　○公用車集中管理事業
　　・総務課管理の公用車45台の車検、点検、修繕及び燃料等
　　　　燃料費　　　　　　　　　　6,129千円
　　　　修繕料（車検・法定点検等）3,657千円

　○集中管理公用車調達事業
　　・公用車の買替え（３台分）
　　　　自動車購入費　青パト仕様　3,032千円
　　　　　　　　　　　小型貨物　　1,996千円
　　　　　　　　　　　軽貨物　　　1,421千円

事業の目標

●公用車集中管理
　・更新を進めているものの総数が45台と多く老朽化が進んでいるため、予防的な修繕を含
　め、適切な維持管理により長寿命化を図る。
●集中管理公用車調達
　・車両の廃車までのライフサイクルを各車両概ね15年と設定し、更新が15年間で１回転す
　るよう年間３台の更新を実施する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

100%

集中管理公用車調達 6,804 0 0 0 6,804 100%

公用車集中管理 12,982 0 0 1 12,981

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 19,786 0 0 1 19,785 100%

 - - - - - - 



款 項 目

2 1 5

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 総務課
予算書(P)目名

公平委員会費 66

施策事業名 公平委員会

事業目的

「職員に対する不利益な処分についての審査請求」「職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関す
る措置の要求」等に対し審査する。
※公平委員会は、地方公務員法等に基づき市の職員の任免・懲戒などの人事権の行使を適正に行うた
めに設けられた、市長などの任命権者から独立した委員会（議会の同意を得て市長が選任した委員３
名で構成）

事業内容

●全体計画
　職員に対する不利益な処分についての審査請求等に対応できるよう、全国公平委員会連合会及び県
連合会の会議へ出席し情報収集等を行う。
　審査請求等があった場合には、委員会を開催し審査を行う。

●主な事業内容
　・審査請求等に対する委員会の開催
　・全国公平委員会連合会等の会議へ出席、情報収集等

●主な予算の内訳
　・委員報酬（３名） 108千円
　・旅費　　　　　　  88千円
　・負担金　　　　　  58千円

事業の目標
●公平委員会事業
　・職員に対する不利益な処分についての審査請求等に適正に対応する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

100%

 - - - - - - - 

公平委員会 275 0 0 0 275

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 275 0 0 0 275 100%

 - - - - - - 



款 項 目

2 4 1 - 6

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 88,164 56,466 0 0 31,698 36%

 - - - - - - 

0%

犬山市議会議員一般選挙 2,385 0 0 0 2,385 100%

愛知県議会議員一般選挙 11,909 11,909 0 0 0

100%

愛知県知事選挙 24,479 23,072 0 0 1,407 6%

犬山市長選挙 24,906 0 0 0 24,906

99%

参議院議員通常選挙 22,050 21,450 0 0 600 3%

選挙管理委員会 2,435 35 0 0 2,400

事業内容

●全体計画
　選挙人名簿及び在外選挙人名簿の調製を行う。主権者教育活動等により投票率向上のため啓発を行
う。
　任期満了に伴い、参議院議員通常選挙・犬山市長選挙・愛知県知事選挙を実施するとともに、愛知
県議会議員及び犬山市議会議員一般選挙の準備を実施する。

●主な事業内容及び予算の内訳
　○選挙管理委員会
　　・委員等報酬　　　　　　　　　　　  768千円
　　・主権者教育アドバイザー謝礼等　　  460千円
　○参議院議員通常選挙費
　　・通信運搬費（入場券等）　　　　　4,130千円
　　・ポスター掲示場設置・撤去委託料　4,473千円
　○犬山市長選挙費
　　・通信運搬費（入場券・選挙葉書）　7,671千円
　　・選挙公営負担金　　　　　　　　　4,775千円
　○愛知県知事選挙費
　　・通信運搬費（入場券等）　　　　　4,112千円
　　・期日前投票システム構築委託料　　5,200千円
　○愛知県議会議員一般選挙費
　　・ポスター掲示場設置委託料　　　　5,471千円
　○犬山市議会議員一般選挙費
　　・立候補関係資材・投票用紙印刷等　1,400千円

事業の目標

●参議院議員通常選挙、愛知県知事選挙、犬山市長選挙
　・令和４年度に任期満了を迎える各選挙の投開票事務を適正に行う。
●愛知県議会議員一般選挙及び犬山市議会議員一般選挙
　・令和５年４月執行見込の選挙に向けた準備事務を行う。
●選挙管理委員会事業
　・年間を通じ、主権者教育や上記各選挙に関する広報・啓発活動に取り組み、投票率の向上
　を図る。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

選挙管理委員会費　他 100

施策事業名 選挙管理委員会費 他

事業目的 公職選挙法の規定に基づき適正な管理執行を行う。

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 総務課
予算書(P)目名



款 項 目

2 5 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 64 14 0 0 50 78%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

78%

 - - - - - - - 

統計調査総務事務 64 14 0 0 50

事業内容

●全体計画
　基幹統計調査の実施に備え、統計調査員の募集を行う。

●主な事業内容
　・登録統計調査員の確保事務
　・「統計だより」の配布

●主な予算の内訳
　・通信運搬費（統計調査員58人に対し統計だより等を郵送）33千円

事業の目標
●統計調査総務事務（統計調査員確保）事業
　・広報、ホームページ及びＳＮＳ等において統計調査員の募集を積極的に行い、現状登録者
　数（58人）以上の登録統計調査員を確保する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

統計調査総務費 108

施策事業名 統計調査総務事務

事業目的
国が実施する統計調査に際して、統計調査員を確保するため、あらかじめ希望者を登録し、人材の確
保と資質の向上を図る。

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 総務課
予算書(P)目名



款 項 目

2 5 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 1,433 1,433 0 0 0 0%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

0%

 - - - - - - - 

住宅・土地統計単位区設定 570 570 0 0 0

0%

就業構造統計調査 850 850 0 0 0 0%

経済センサス調査区管理 13 13 0 0 0

事業内容

●全体計画
　・国の指定する基幹統計調査の実施予定
　　　令和４年度：就業構造統計調査、住宅・土地統計単位区設定、経済センサス調査区管理
　　　令和５年度：経済センサス調査区管理、住宅・土地統計
　　　令和６年度：国勢調査調査区設定、農林業センサス、経済センサス調査区管理
　　　令和７年度：国勢調査、経済センサス調査区管理

●主な事業内容及び予算の内訳
　○経済センサス調査区管理
　　・経済センサス実施に備え事業所の異動情報等を管理
　　　　事務用消耗品　　　 12千円
　○就業構造統計調査
　　・就業構造（仕事の内容・勤務形態等）に関する統計調査
　　（全国約54万世帯の抽出調査で、犬山市では約150世帯が抽出見込）
　　　　統計調査員等報酬　698千円
　○住宅・土地統計単位区設定
　　・住宅・土地統計実施に向けた調査単位区の設定事務
　　　　統計指導員報酬　　534千円

事業の目標

●経済センサス調査区管理
　・経済センサス実施に備え調査区情報に事業所の異動情報等を反映させる。
●就業構造統計調査
　・就業構造統計調査を実施する。非接触及び便利に回答できるオンライン回答を周知・推進する。
●住宅・土地統計単位区設定
　・住宅・土地統計実施に向けた調査単位区の設定を行う。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

基幹統計調査費 108

施策事業名 基幹統計調査

事業目的
国の指定する基幹統計調査（※）を実施する。
　※国及び地方公共団体が医療・福祉・経済など重要課題に対する施策を策定する上での
　　基礎資料作成を目的として、国が指定し県及び市町村が実施する各種の統計調査

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 総務課
予算書(P)目名


